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Ⅰ．総 論
１．制度・業務の現状
（１）業務の目的、及び実施方針

１）道路維持管理の目的
ｲ) 交通の危険を防止し、また交通の円滑を図ること。
ﾛ) 道路の適切な利活用を図ること。

２）道路維持管理の実施方針
ｲ) 道路の欠陥、破損を生ずべき誘因を除去し、それらの予防に努める。
ﾛ) 道路の欠陥、破損は早期に発見し、直ちに処置する。
ﾊ) 維持修繕の実施にあたっては、交通に与える障害および沿道の生活環境
に及ぼす影響を極力少なくするよう考慮する。

ﾆ） 道路の適切な利活用が図れるよう関係法令等に基づき適切に処理する。

○道路維持管理業務の体系

相談窓口 行政相談・苦情対応窓口
規制情報の提供　　等

道路維持管理

道路占用、特殊車両通行許可等の許
認可業務、境界確定　等

点　検

維　持

修　繕

管理事務

巡　回

除　雪 除雪車による車道除雪、凍結防止剤散
布、歩道除雪 等

ﾊ ﾄ゚ﾛｰﾙ車から路面等の状況把握
ITVによる路面・トンネル等の状況把握

橋梁、トンネル、道路附属物、法面等
各種道路施設点検

清掃・散水、除草・街路樹剪定、
路面維持、道路附属物維持　等

路面補修、橋梁補修、トンネル補修、
防災対策、震災対策　等
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（２）業務量に関する指標の実績

○直轄国道管理延長 約１４，３００ｋｍ

○直轄国道管理路線数 １０７路線

○一般国道(指定区間)道路敷面積 約４３０km2

○直轄国道橋梁数（橋長15m以上） 約７，３００橋

○直轄国道トンネル数 約７７０箇所

（３）業務実施にあたっての全体の組織体系

国土交通省 （内部部局） 道路局

（地方支分部局） 地方整備局 企画部 施工企画課

情報通信技術課
：
：

道路部 路政課
：
： 道路管理課

：
：

事務所 管理第一課
76事務所(管理担当)

管理第二課
：
：

出張所
228出張所(管理担当)

東北・関東・北陸・
中部・近畿・中国・
四国・九州



























Ⅲ．道路維持管理業務における行政と外部委託の役割分担

行　　　　　　　　政 外 部 委 託

巡回計画の決定・緊急時の措置判断 巡回（通常巡回、夜間巡回、異常時巡回）

関係機関（警察・消防・自治体等）との連絡調整 応急処理

地域住民との連絡調整 巡回結果とりまとめ

管理用カメラによる監視

維持計画の決定・緊急時の措置判断 路面の清掃

関係機関（警察・消防・自治体等）との連絡調整 除草・剪定

地域住民との連絡調整 路面の軽微な補修

道路附属物の軽微な補修

緊急・災害時の対応

点検計画の決定 点検前の調査

点検結果の評価・対策案の決定

点検データのとりまとめ処理

点検結果の解析

対策案の検討

巡　回

維　持

点　検

現地点検（橋梁、トンネル、舗装、法面、道
路附属物）
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行　　　　　　　　政 外 部 委 託

修繕計画の決定 調査設計

関係者協議、及び地域住民への周知 工事積算の補助

監督・検査 舗装の補修

構造物の補修

防災・震災対策

工事監督の補助

除雪計画の決定・緊急時の措置判断 情報収集・雪氷パトロール・除雪準備

関係機関（警察・自治体等）との連絡調整 凍結防止剤散布

除雪作業（車道、歩道）

雪庇処理

占用申請、特殊車両の通行許可等の許認可の手続 各種申請受付

境界確定等の手続 申請書類等の審査の補助

監督処分決定の手続 現地確認・立会の補助

管理是正措置の補助

行政相談・苦情対応の判断 行政相談・苦情の受付

規制情報・工事情報の提供 行政相談・苦情の記録整理

規制情報・工事情報の提供の補助

相談窓口

管理事務

修　繕

除　雪
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Ⅳ．関東地方整備局の道路維持管理業務について《事例》
１．業務実施にあたっての組織体系
（１）関東地方整備局の組織

本局＞＜
・総務部

＜道路管理を担当する事務所＞・企画部
＜管理系出張所＞・建政部 １２事務所

・河川部 ４４出張所
・道路部 （管理区間延長：約 ）2,372km

・港湾空港部
・営繕部
・用地部

（２）事務所組織の事例 ～大宮国道事務所～
１）組織図
事務所長 副所長 総務課（受付、文書、庁舎管理、庶務一般）

経理課（予算、支払、契約、国有財産管理、歳入）

用地第一課（土地の買収及び建物等の移転補償）

用地第二課（土地の買収及び建物等の移転補償）

工務課（道路改築工事の設計及び積算）

計画課（道路の計画検討及び調査）

調査課（道路の調査及び設計）

管理第一課（許可申請（占用、承認工事等 、道路行政相談））

管理第二課（道路維持、修繕の計画及び積算）道路管理に係る

交通対策課（特殊車両の通行許可申請、交通安全施設整備計画・設計

機械課（建設機械、機械設備の管理）

電気通信課（電気通信施設の管理）

浦和出張所（工事監督、許可申請、道路日常管理等）

大宮出張所（工事監督、許可申請、道路日常管理等）日常的な道路管理

熊谷出張所（工事監督、許可申請、道路日常管理等）・工事監督

春日部出張所（工事監督、許可申請、道路日常管理等）

２）管理区間延長
・国道４号 ： ６５．６ｋｍ（春日部出張所）
・国道１６号： ５３．４ｋｍ（大宮出張所、春日部出張所）
・国道１７号：１３７．１ｋｍ（浦和出張所、大宮出張所、熊谷出張所）

２．業務量に関する指標の実績（関東地方整備局全体）平成１７年度
５１，１４６百万円（当初）１）道路管理系予算 ：

２）管理系工事発注件数：約 ５５０件／年
３）占用申請件数 ：約 ９，５００件／年
４）承認工事申請件数 ：約 １，０００件／年
５）損傷事故件数 ：約 ５，３００件／年
６）行政相談処理件数 ：約１２，１００件／年
７）特殊車両申請件数 ：約５０，１００件／年
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Ⅴ．業務の廃止又は公共サービス改革法に基づく官民競争入札等の対象と

することについての所見
【要望内容】

○ 現在、国土交通省の各出先の国道事務所等が実施している維持修繕事業

などについて、その維持修繕計画の立案から補修工事までを長期に一括し

て、官民競争入札等の対象とすることにより、民間の創意工夫による良質

かつ低廉な業務の実現が可能になると考える。

＜大日コンサルタント株式会社＞

○ 一定エリアにある橋梁（トンネル）を対象に、構造物の日常点検・清掃

及び補修・補強工事業務を民間事業者に委託する。

＜大成建設株式会社＞

【 所見 】

○ 道路は、一般交通の用に供することを目的とし、それは常時良好な状態

に保持されて初めてその機能を十分発揮することができる。この意味にお

いて道路の維持、修繕は、その建設とならんで重要な道路管理者の責務で

ある。

○ 道路をどのように維持、修繕するかは、根源的な道路管理行為そのもの

であり、国民の生命及び財産の保護に則するとともに、予算制約の中で、

道路管理者の責任と権限において総合的に判断されるべきものであること

から、これを民間事業者に委ねることはできない。

○ また、道路法に基づく占用許可（道路法第32条 、監督処分（道路法71）

条 、通行規制（道路法第46条）等の事務は、行政権の行使そのものであ）

り、その事務処理における判断については、道路管理者が自ら行う必要が

ある。

○ 道路の維持管理のうち、巡回、清掃、除草・剪定、除雪、構造物等の点

検、設計、工事、許可等の申請受付、行政権の行使の補助事務などの事実

行為については、従前から民間事業者等への委託を行っているところであ

り、今後とも引き続き、外部委託手法の活用を図る。

（参 考）

主な委託先

（１）調査・設計等

民間事業者( 、公益法人 等土木関係建設コンサルタント会社､測量会社 等）

（２）工事

民間事業者（一般土木工事会社､舗装工事会社､造園工事会社 等）
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Ⅵ．業務の実施を規制する現行法令及び関連条項

道路法上、道路の管理は道路管理者（国土交通大臣、都道府県、市町村）が行うこと

とされ、道路管理者は、道路を常時良好な状態に保つように維持し、修繕し、もって一

般交通に支障を及ぼさないように努めなければならないとされている。

また、占用許可、監督処分、通行規制等の行政権の行使を伴う事務については、道路

管理者が行うこととされている。

（下記参照 ）。

≪参照条文≫

道路法（昭和二十七年法律第百八十号） （抄）

（国道の維持、修繕その他の管理）

第十三条 前条に規定するものを除くほか、国道の維持、修繕、公共土木施設災害復旧事

業費国庫負担法 （昭和二十六年法律第九十七号）第二条第二項 に規定する災害復旧事

業（以下「災害復旧」という ）その他の管理は、政令で指定する区間（以下「指定区。

間」という ）内については国土交通大臣が行い、その他の部分については都道府県が。

その路線の当該都道府県の区域内に存する部分について行う。

２～６ （略）

（都道府県道の管理）

第十五条 都道府県道の管理は、その路線の存する都道府県が行う。

（市町村道の管理）

第十六条 市町村道の管理は、その路線の存する市町村が行う。

２～５ （略）

（道路の占用の許可）

第三十二条 道路に次の各号のいずれかに掲げる工作物、物件又は施設を設け、継続して

道路を使用しようとする場合においては、道路管理者の許可を受けなければならない。

一 電柱、電線、変圧塔、郵便差出箱、公衆電話所、広告塔その他これらに類する工作

物

二 水管、下水道管、ガス管その他これらに類する物件

三 鉄道、軌道その他これらに類する施設

四 歩廊、雪よけその他これらに類する施設

五 地下街、地下室、通路、浄化槽その他これらに類する施設

六 露店、商品置場その他これらに類する施設

、 、七 前各号に掲げるものを除く外 道路の構造又は交通に支障を及ぼす虞のある工作物

物件又は施設で政令で定めるもの

２～５ （略）

（道路の維持又は修繕）

第四十二条 道路管理者は、道路を常時良好な状態に保つように維持し、修繕し、もつて
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一般交通に支障を及ぼさないように努めなければならない。

２ （略）

（通行の禁止又は制限）

、 、 、第四十六条 道路管理者は 左の各号の一に掲げる場合においては 道路の構造を保全し

又は交通の危険を防止するため、区間を定めて、道路の通行を禁止し、又は制限するこ

とができる。

一 道路の破損、欠壊その他の事由に因り交通が危険であると認められる場合

二 道路に関する工事のためやむを得ないと認められる場合

（ 。）２ 道路監理員 第七十一条第四項の規定により道路管理者が命じた道路監理員をいう

は、前項第一号に掲げる場合において、道路の構造を保全し、又は交通の危険を防止す

るため緊急の必要があると認めるときは、必要な限度において、一時、道路の通行を禁

止し、又は制限することができる。

３ （略）

（道路管理者等の監督処分）

第七十一条 道路管理者は、次の各号のいずれかに該当する者に対して、この法律又はこ

の法律に基づく命令の規定によつて与えた許可若しくは承認を取り消し、その効力を停

止し、若しくはその条件を変更し、又は行為若しくは工事の中止、道路（連結許可等に

係る自動車専用道路と連結する施設を含む。以下この項において同じ ）に存する工作。

物その他の物件の改築、移転、除却若しくは当該工作物その他の物件により生ずべき損

害を予防するために必要な施設をすること若しくは道路を原状に回復することを命ずる

ことができる。

一 この法律若しくはこの法律に基づく命令の規定又はこれらの規定に基づく処分に違

反している者

二 この法律又はこの法律に基づく命令の規定による許可又は承認に付した条件に違反

している者

三 詐偽その他不正な手段によりこの法律又はこの法律に基づく命令の規定による許可

又は承認を受けた者

２ 道路管理者は、左の各号の一に該当する場合においては、この法律又はこの法律に基

く命令の規定による許可又は承認を受けた者に対し、前項に規定する処分をし、又は措

置を命ずることができる。

一 道路に関する工事のためやむを得ない必要が生じた場合

二 道路の構造又は交通に著しい支障が生じた場合

三 前二号に掲げる場合の外、道路の管理上の事由以外の事由に基く公益上やむを得な

い必要が生じた場合

３ 前二項の規定により必要な措置をとることを命じようとする場合において、過失がな

くて当該措置を命ずべき者を確知することができないときは、道路管理者は、その者の

負担において、当該措置を自ら行い、又はその命じた者若しくは委任した者にこれを行

わせることができる。この場合においては、相当の期限を定めて、当該措置を行うべき

旨及びその期限までに当該措置を行わないときは、道路管理者又はその命じた者若しく

は委任した者が当該措置を行う旨を、あらかじめ公告しなければならない。

４～７ （略）
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Ⅰ 都市公園の概要について

（１）都市公園の定義（都市公園法第２条）

「都市公園」とは、次に掲げる公園又は緑地で、その設置者である地方公共団体又は

国が当該公園又は緑地に設ける公園施設を含む。

一 都市計画施設である公園又は緑地で地方公共団体が設置するもの及び地方公共団

体が都市計画区域内において設置する公園又は緑地

二 次に掲げる公園又は緑地で国が設置するもの

イ 一の都府県を超えるような広域の見地から設置する都市計画施設である公園又

は緑地（イ号公園）

ロ 国家的な記念事業として、又は我が国固有の優れた文化的資産の保存及び活用

を図るため閣議の決定を経て設置する都市計画施設である公園又は緑地 （ロ

号公園）

（２）財源構成

１）地方公共団体が設置する都市公園

都市公園事業費補助は、以下の補助率となっている。

補助対象 国の補助 都道府県・市町村の負担

用 地 ( ) ( )1/3 1/2 2/3 1/2
都市公園事業

1/2 1/2施 設
※（ ）は、沖縄［沖縄振興特別措置法に基づくもの］及び緩衝緑地［公害の防止に関する国の

財政上の措置に関する法律に基づくもの］

２）国が設置する都市公園の地方負担割合

○イ号公園 ：整備費 １／３、維持管理費４．５／１０

○ロ号公園 ：なし
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（３）都市公園等の種類

種 類 種 別 内 容

主として街区内に居住する者の利用に供することを目的とする公園で誘致距離
街 区 公 園

の範囲内で１箇所当たり面積 を標準として配置する。250m 0.25ha

主として近隣に居住する者の利用に供することを目的とする公園で近隣住区当たり
近 隣 公 園

。住区基幹 １箇所を誘致距離 の範囲内で１箇所当たり面積２ を標準として配置する500m ha

公 園
主として徒歩圏内に居住する者の利用に供することを目的とする公園で誘致距離

地 区 公 園
１ の範囲内で１箇所当たり面積４ を標準として配置する。km ha

都市計画区域外の一定の町村における農山漁村の生活環境の改善を目的とする特定
特定地区公園

地区公園（カントリ－パ－ク）は、面積４ 以上を標準として配置する。ha

都市住民全般の休息、観賞、散歩、遊戯、運動等総合的な利用に供することを目的
総 合 公 園

とする公園で都市規模に応じ１箇所当たり面積 ～ を標準として配置する。都市基幹 10 50ha

公 園
都市住民全般の主として運動の用に供することを目的とする公園で都市規模に応じ

運 動 公 園
１箇所当たり面積 ～ を標準として配置する。15 75ha

主として一の市町村の区域を超える広域のレクリエ－ション需要を充足することを
目的とする公園で、地方生活圏等広域的なブロック単位ごとに１箇所当たり面積広 域 公 園

以上を標準として配置する。50ha

大 規 模
大都市その他の都市圏域から発生する多様かつ選択性に富んだ広域レクリエ－ショ公 園
ン需要を充足することを目的とし、総合的な都市計画に基づき、自然環境の良好な
地域を主体に、大規模な公園を核として各種のレクリエ－ション施設が配置されるレクリエーション都市
一団の地域であり、大都市圏その他の都市圏域から容易に到達可能な場所に、全体
規模 を標準として配置する。1,000ha

一の都府県の区域を超えるような広域的な利用に供することを目的として国が設置
する大規模な公園にあっては、１箇所当たり面積おおむね 以上として配置300ha

国 営 公 園
する。国家的な記念事業等として設置するものにあっては、その設置目的にふさわ
しい内容を有するように配置する。

風致公園､動植物公園､歴史公園､墓園等特殊な公園で､その目的に則し配置する｡特 殊 公 園

大気汚染、騒音、振動、悪臭等の公害防止、緩和若しくはコンビナ－ト地帯等の災緩
害の防止を図ることを目的とする緑地で、公害、災害発生源地域と住居地域、商業

緩 衝 緑 地
地域等とを分離遮断することが必要な位置について公害、災害の状況に応じ配置す
る。衝

主として都市の自然的環境の保全並びに改善、都市の景観の向上を図るために設け
られている緑地であり、１箇所当たり面積 以上を標準として配置する。緑 0.1ha

但し、既成市街地等において良好な樹林地等がある場合あるいは植樹により都市に
都 市 緑 地

緑を増加又は回復させ都市環境の改善を図るために緑地を設ける場合にあってはそ
の規模を 以上とする。(都市計画決定を行わずに借地により整備し都市公園地 0.05ha

として配置するものを含む)

災害時における避難路の確保、都市生活の安全性及び快適性の確保等を図ることを等
目的として、近隣住区又は近隣住区相互を連絡するように設けられる植樹帯及び歩

緑 道
、 、 、行者路又は自転車路を主体とする緑地で幅員 ～ ｍを標準として 公園 学校10 20

ショッピングセンタ－、駅前広場等を相互に結ぶよう配置する。

注）近隣住区＝幹線街路等に囲まれたおおむね１ 四方（面積 ）の居住単位km 100ha
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（４）都市公園の整備効果等

①都市の安全性を向上させ、地震などの災害から市民を守ります











































Ｈ１８．９．２８
国 土 交 通 省
ヒアリング資料

＜請負、委託の精算時に行われる確定検査業務＞

ア 制度、業務の現状

１．業務の目的・概要及び具体的実施方法等

（１）目 的： 検査」と「確定検査業務」「

「検査」とは、会計法令上、国が調達する工事若しくは製造その他につ
いての請負・委託契約又は物件の買入その他の契約に基づいて行われる給
付の完了について当該給付の内容（具体的には、品質や規格、性能、数量
など）が、契約した内容に適合しているかを国の職員自らが確認する行為
です。

なお、今回ご要望のあった「確定検査業務」について明確な定義は、会
計法令上は、存在しておりませんが、最終支払額の確定等を行うの段階で
行われる会計法令上の「検査」に付随して行われる補助的な業務と解して
おります。

（２）概 要： 検査」「

確定検査業務に関して、外部委託等を行う場合に支障となる法令や制度
は、存在しない。
そのため、本概要については、会計法令上の「検査」について、概括し

ている。

①検査の方法、検査の職員（会計法第２９条の１１関係）

給付の完了の確認をするために必要な検査は、契約に関する事務を行う
国の職員（契約担当官等）が、自ら又は補助者などに命じて、契約書や
仕様書及び設計書その他の関係書類に基づいて行う必要がある。

②監督と検査の職務の兼職禁止（予決令第１０１条の７）

検査を命じられた職員は、特別の場合を除いて、契約担当官等から「監
督」を命ぜられた職員の職務とを兼ねることは、厳格な検査を行う観点
から認められない。

③監督及び検査の委託（予決令第１０１条の８）

特に専門的な知識又は技能を必要とする場合など、国の職員によって検
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査（監督も同様）を行うことが困難であり、又は適当でないと認められ
る場合においては、第三者に委託して検査を行わせることができる。

④検査を完了した場合の検査調書の作成義務等（予決令第１０１条の９）

検査を命ぜられた職員は、検査を完了した場合、例外を除いては、所定
の検査調書を作成する必要がある。
また、検査調書を作成すべき場合は、その検査調書に基づかなければ、
契約の相手方に対して支払いを行うことができない。

＊例外的な場合：・物件の買入契約は、主に数量の確認を検査

・個別法の規定により検査権限を有する機関が検定
しており、それに合格したものの検査など

⑤国の職員の義務及び弁償責任（予責法第３条）

国の職員（契約担当官等、補助者、検査職員等）は、
a)法令に準拠し、
b)予算で定めるところに従い、
c)個々の職分に応じて、 支出等の行為を行う義務がある。

また、故意又は重大な過失により、前述の義務の規定に違反して支出等
の行為を行って国に損害を与えた時は、弁償責任を生ずる。

⑥懲戒処分（予責法第６条）

会計検査院は、検査等の結果、国の職員が故意又は重大な過失により、
国に損害を与えた認めるときなどは、当該職員の任命権者に対して当該
職員の懲戒処分を要求することがある。

＊会計法……会計法（昭和22年法律第35条

予決令……予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）

（ ）予責法……予算執行職員等の責任に関する法律 昭和25年法律第172号



（３）具体的実施方法

○参考事例：国土交通本省における「庁舎清掃業務」の主な検査手続等

①清掃業務等の履行（日常清掃、定期清掃 ：請負業者）
・執務室清掃
・ごみ搬出及び計量 必要に応じて、国の職員
・トイレ清掃、ペーパー補充 が個別指示（監督）
・喫煙室清掃 など

履 行①

②清掃業務等の履行状況の整理、提出：請負業者
・作業実施報告書の記載
・ごみ搬出報告書の記載

履行報告②

③各種報告書の記載内容の確認（検収）
：国土交通省職員

③ ・報告書の確認 （補助者）完了確認
・搬出ごみの確認

④履行実績の管理等：国土交通省職員
・実績管理・集計 （検査職員）

④ ・報告書の保管検査完了

⑤請求書受領等：国土交通省職員
・請求書受領、請求金額確認
・日々の報告書等との突合

⑤ ・検査調書の作成検査調書

⑥支払い手続：国土交通
⑥ 省職員支払完了

・金融機関への振込



２．業務実施に当たっての全体組織体系

国土交通省においては、およそ全ての機関、部局において業務の外部委託等
を行っており 「確定検査業務」の具体の実施体制を把握しているところではな、
いため、国土交通省全体の組織体系等を提示します。

（１）組織図 ：別添１のとおり（国土交通省組織図）

（ ） （ 、 、 ）２ 事業所数：約１３００機関 一般会計 特別会計の合計 一部重複有り

（３）配置人員：５７，７７８人（国土交通省全体の平成18年度末予算定員）

３．業務量に関する指標の実績

平成１６年度調達実績……対象となる業務範囲が示されていないため、
（別添２のとおり） 当省における調達実績の統計を提出

（全府省共通要領に基づくもの）

４．業務の実施を規制する現行法令及び関連条項並びに規制の概要

「検査」業務の実施において、遵守すべき関係法令は、別添３の通りであ
るが、官民競争入札のご要望があった「検査」を実施する前の書類整理など
の検査の補助的業務については、現状、規制となるものは存在しない点につ
いては、すでに「１（２ 」で記載しているとおりです。）

しかしながら、仮に、書類整理の類の検査の補助的業務のみを、当初の外
部委託契約から分離して、別途、第３者たる外部に委託するようなこととな
れば、それ自体が委託契約となるため、当該業務（検査の補助的業務の外部
委託）の履行に関する国の職員が行う会計法令上の「検査」手続が必要とな
ります。



確定検査業務を新たに外部委託する場合に想定される具体的手続き等

＜当初業務を外部委託 ＜確定検査業務を＞
新たに外部委託＞

（１）委託業務等の発注 国の職員

Ａ業者（２）委託業務等の履行 契約の相手方：

Ａ業者（３）履行報告書類の 契約の相手方：
整理等

Ｂ業者(3)'確定検査業務 契約の相手方：
の履行

Ｂ業者(3)'確定検査業務 契約の相手方：
履行報告書の
整理・突合等

(3)' 国の職員’履行完了の確
認

（４）履行完了の確認 国の職員 国の職員’

……（繰り返し）

（５）国側の検査手続 国の職員 国の職員’

（６）支払い手続 国 →Ａ業者へ 国 →Ｂ業者へ

会計法令上は、一般的な「給付の完了の確認」行為を原則的に国の職員に
実施させることにより、国の債務（契約の相手方に対する支払額）を確実に
把握させ、例えば、国の過払いや契約の相手方の詐欺的行為に対する抑止的
な効果等を持たせているものと考えられます。

この点については、前述１（２）⑤、⑥においてすでに記載しているとお
り、国の職員に厳格な職務（検査）の遂行を担保させる法令等を配している
ことからも、十分理解できるものです。



イ 要望等への対応に対する所見

１．国の行政機関等の責任と負担のもとに実施する必要性の是非

（１）会計法令上の「検査」については、法的根拠に基づき、国の職員等が実
施する必要があると認識しております。

（２）ご要望のあった検査の補助的業務については、特段の会計法令上の制約
がないため、現状、当初の契約における履行内容と合わせて、既に外部委
託しております。

２ 「監督・検査の補助的業務」の外部委託の状況．

「監督・検査の補助的業務」については、
①対象となる事務の具体的な範囲等が明確に定義・特定されていないこと、

仮に、監督・検査の補助的業務の範囲が定義・特定された場合においても、
、 、②国土交通省における委託や請負の契約件数は 非常に多い状況であること

③また、多くの発注機関・部局に契約の事務に関する権限等を委任している
おり、会計法令に基づいて事務を委任された範囲内においては、自主的に
契約することが可能であるため、個々の契約内容の全てを本省で一元的に
把握できる状況にはないこと

などから、今回は、別添３の調達実績を参考にして頂きたい。

３ 「監督・検査」そのものの外部委託の可否．

現行の会計法令上の「監督、検査」は、原則、国の職員等が行うものとして
おり、民間企業等の外部の者が当該手続を委託する場合は、限定的な場合とさ
れているため、関係法令を所管する省庁による法律の改正等が必要となるもの
と解しております。
政府内の一府省である国土交通省の判断で、会計法令上の「監督・検査」そ

のものの外部委託の可否が判断できるものではありません。

４．現在、外部委託を行っているものの拡充、もしくは市場化の活用に関する
国交省の見解

現行法令上、外部委託等を行うことについて支障のない業務で国の職員等が
自ら実施する必要のない業務については、従来より順次、外部委託等を行って
きており、現在は国土交通省所管行政において、およそ何らかの外部委託等が
行われているところです。
今後とも外部委託の拡充に向けた検討は、継続的に行われていくことが必要

であると認識しております。

なお、会計法令に基づく各種の会計事務手続き等は、政府の電子政府構築計



画に基づき、現在、全府省レベルでの業務の見直し及びシステム開発等が行わ
れており、ご要望のあった一部の内部手続（確定検査の補助的業務）等は、業
務の標準化・システム化の推進により、合理的な範囲で、効率的に外部委託す
ることを前提として取り組んでおります。

ウ 外部資源の活用状況

イ ２ 「監督・検査の補助的業務」の外部委託の状況」 については、前述．
のとおり。

１．委託業務の内容：主に別添４の「役務の提供等」に示す範囲の業務

２．委 託 先 等：契約件数が多いため、網羅的に全ての法人名称等を明示す
ることは、困難です。
（主に民間企業、所管公益法人など）

３．業務の費用の財源及び金額：①一般会計及び特別会計による支弁
②金額については、別添２のとおり

４．指定・登録・委託契約等の別：主に、委託契約・請負契約

５．契約方法、契約実績：別添２のとおり

エ その他

○請負、委託の精算時に行われる確定検査業務に関する要望について、あらか
じめ提案者側に確認を行った項目等

【国土交通省から提案（要望）者への質問事項】

１．①確定検査業務は 「発注者の担当職員が、発注先に出向いて、支払い実績と、
帳票や勤務日報等とのエビデンスとを突合、確認を行う業務」とされてお
ります。
②また、当省からの事前質問において、国土交通省は、他省に比べて発注件
数が多いとのご認識と伺いました。

しかしながら、国土交通省では 「職員が、発注先に出向いて、支払い実績、
と帳票や勤務日報等とのエビデンスとを突合、確認を必要とする」ような
業務自体を、現在、発注(委託・請負)しておりません。
個別の発注業務名でなくてかまいませんが、イメージされている業務をよ
り具体的にお聞かせください。



２．また、国の会計法令上 「監督・検査」は、国の職員が行うことを前提として、
おり、ご要望のような「支払い実績と帳票や勤務日報等とのエビデンスとを
突合、確認する業務・事務」は、いわゆる監督・検査の補助的業務と解して

、 。おりますが そのような業務に対するご要望と理解して宜しいのでしょうか

【提案（要望）者からの回答】

１ 現在 発注業務がない という点も含め 当方 よく承知しており 先方 国．「 、 」 、 、 、 （
土交通省）と当方（提案者）と間に認識の差異はございません。
すなわち「回答元、ご指摘の通り」であり、よって、この点、回答の必要性
がございません。

２．そのご理解で結構です。
なお 「監督・検査の補助的業務」は、会計法令上の「監督・検査業務」では、
なく、市場化テスト対象業務になりうるとの判断に基づき、今回の要望を提
出しております。
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